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 第４章 重点整備地区の設定 

４.１  重点整備地区の設定 

バリアフリー法で重点整備地区に該当すべき要件として定められている配置要件、課題要

件、効果要件から総合的に判断し、地区を設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本区は区域が比較的小さく、区全体に共通するバリアフリー課題を検討することが重要です。 

また、地域特性を踏まえた構想と

すること、重点整備地区の要件とし

ておおよそ400ha未満とされてい

る（移動等円滑化の促進に関する基

本方針）ことから、文京区都市マス

タープランに示す５地区（都心地域、

下町隣接地域、山の手地域東部、山

の手地域中央、山の手地域西部）そ

れぞれをバリアフリー法に基づく

重点整備地区として設定します。 

 

図 15 文京区都市マスタープランに示す５地区  

配置要件（バリアフリー法 第 2条第 21 号イ） 

生活関連施設の所在地を含み、かつ、生活関連施設間の移動が通常徒歩で行われる地

区であること 

区全域が駅からの徒歩圏であり、区境に接した JR 駅も含め、多様な移動・利

用を想定します。 

課題要件（バリアフリー法 第 2条第 21 号ロ） 

生活関連施設及び生活関連経路を構成する一般交通用施設について移動等円滑化の

ための事業が実施されることが特に必要であると認められる地区であること 

区で共通の地域性（坂道の多さ、病院、大学の立地等）を考慮した地区の設定

をします。 

効果要件（バリアフリー法 第 2条第 21 号ハ） 

当該地区において移動等円滑化のための事業を重点的かつ一体的に実施することが、

総合的な都市機能の増進を図るうえで有効かつ適切であると認められる地区であること 

地域間を結ぶ幹線道路の連続性に配慮した経路・事業等の位置づけに留意し

ます。 
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４.２  生活関連施設及び生活関連経路の設定 

（１）  生活関連施設の設定 

生活関連施設は、「高齢者、障害者等が日常生活又は社会生活において利用する旅客施設、

官公庁施設、福祉施設その他の施設」とバリアフリー法で定義されています。 

文京区の特徴として、病院や大学等の施設が多数立地するとともに、地域活動センターや

高齢者施設、図書館等の施設が全域に配置されています。 

このように文京区には、区外からの来訪者も多く訪れる施設（主に鉄道駅等の公共交通機

関でのアクセスが想定）と、地域住民の活動やコミュニティの場等として利用される施設（主

に徒歩やバス等でのアクセスが想定）があり、これらの施設が高齢者や障害者等の多様な区

民等に利用されています。このような状況を踏まえ、以下に示す考え方に基づき生活関連施

設を設定します。 

表 4 生活関連施設の設定の考え方 

種別 抽出する施設 抽出の考え方 

鉄道駅 全ての鉄道駅 
3,000 人/日以上が利用する特定旅客
施設を抽出（区内の鉄道駅は全て該当） 

公共（窓口） 
施設 

区役所・地域活動センター・ 
郵便局（ゆうゆう窓口のある大店舗） 

公共性が高く、高齢者・障害者等、多数
の利用者が見込まれる施設を抽出 

集会施設 区民センター・交流館 等 

福祉施設 
高齢者・障害者・子育て支援施設・ 
社会福祉協議会 等 

保健施設・ 
病院 

保健サービスセンター・ 
総合病院（病床数１００床以上） 

文化・教養・ 
教育施設 

大学（ホール等を有するもの）・特別支援
学校・生涯学習施設・図書館・ミュージア
ム（概ね500㎡以上）・スポーツ施設 等 

大規模店舗 
店舗面積が1,000㎡以上の大規模小
売店舗 

公共性が高く、大規模小売店舗立地法の
適用対象面積の施設を抽出 

宿泊施設 客室数５０以上のホテル又は旅館 
バリアフリー法でバリアフリールーム
の設置義務が課せられる施設を抽出 

都市公園等 １ｈａ以上の公園・運動場 等 
都市公園や運動場、植物園などのうち、
大規模で近隣又は広域からの利用が見
込まれるものを抽出 

その他 協議会や区民意見を踏まえて抽出する 

※主な駐車場は建築物に付随していると想定し抽出しない 

 

なお、指定した生活関連施設は特定事業の対象施設となります。各施設設置管理者による

特定事業の実施について、地区別計画の作成段階において具体的な内容を協議し、実施可能

な項目について特定事業計画に位置づけ、バリアフリー化を推進していきます。 
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（２）  生活関連経路の設定 

生活関連経路は、「生活関連施設間の経路」とバリアフリー法で定義されています。 

区の生活関連施設の配置状況を俯瞰すると、主要な幹線道路沿道には鉄道駅や公共施設、

病院、大学、商業施設等の施設が立地しており、生活関連施設間の経路として重要な歩行者

ネットワークとなっています。 

また、幹線道路に囲まれた街区内では、福祉施設や地域活動センター等の施設が主要な生

活道路沿道やその近傍に立地しています。 

これらの経路は、文京区都市マスタープランの道路・交通ネットワーク方針に位置づけら

れており、主要幹線道路、生活幹線道路、主要生活道路として安全で快適な道路網の整備な

どを進めることとしています。 

これらの主要な経路と生活関連施設を結ぶ経路や、生活関連施設相互を結ぶ経路などのネ

ットワーク化を図ることにより、広域的なアクセス利用や地域的な回遊利用まで有機的に結

びつくことになり、利便性の高い歩行者ネットワークが構築されます。 

上記を踏まえ、以下の考え方に基づき生活関連経路を設定し、バリアフリー化を推進

します。 

表 5 生活関連経路の設定の考え方 

種別 対象路線 考え方 事業推進の考え方 

1 次 
経路 

国道・都道・ 

主要幹線道路（区道）・ 

生活幹線道路（区道） 

歩行者ネットワークの 

根幹となる経路 

移動等円滑化基準 

に留意し整備推進 
「移動等円

滑化に関す

る事項」に

配慮し 

整備推進 

2 次 
経路 

生活関連施設に関わる 

主要生活道路（区道） 

１次経路から派生する 

ネットワークとなる経路 

安全で快適な 

道路環境の整備推進 

3 次 
経路 

生活関連施設までの区道 

（都市マスタープランに

位置付けのない道路） 

1次、2次経路から 

生活関連施設までの経路 

安全で快適な 

道路環境の形成と 

案内の充実等 

 

なお、３次経路は、１次経路からの経路を優先的に設定（２次経路経由で最短で行ける場

合はその経路を設定）することを原則とし、１次経路からの設定が適切でない場合（延長が

長い、階段になっている等）は、２次経路から設定するものとします。具体の経路設定にあ

たっては、地域懇談会等での意見を踏まえ、利用が想定される経路を優先して設定すること

に配慮しました。 
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図 16 文京区バリアフリー基本構想の重点整備地区図 

平成 28 年 3 月現在 
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表 6 生活関連施設一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


